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2C07 大学機関における 研究活動の定量的プロフィールの 形成 

0 林 隆之 U 大学評価・学位授与機構 ) 

] . はじめに 1 

1990 年代以降、 大学セクターは 多様化・個性化が 政策目標として 掲げられるとともに、 産業などの 他 セクターとの 
連携関係を強化してナショナル・イノベーション・システムの 中での中核的なインテリジェント・センターとして 機 

結 することが期待される 方向にあ る。 このような展開の 中で、 大学機関はこれまでのような 独立した個人の 共同体 白 ・ 9 

組織から、 組織レベルでの 目的や戦略を 設定して自己改善を 進めることが 望まれている。 大学評価はそのための 支援 

装置の - つとして機能することが 求められており、 大学の研究活動面についての 評価も必、 要視されている。 

このような大学組織を 対象とする研究評価においても、 評価の妥当性を 高めるためには、 定性的内容に 基づくビア 

レビュ一だけでなく 定量的指標が 参照情報いして 必要であ る。 これまで大学の 研究活動に関する 定量的指標としては   

論文教および 被 引用数を計測することによる 生産性についての 大学ランキンバがしばしば 行われてきた ( 例えば 慶伊 

編 1984 、 根岸・山崎 2001L 。 しかしながら、 これらは複数の 大学を序列化すること 自体を目的とする 場合には有効で 

あ るが、 個々の大学が 独自に戦略を 立てて改善することを 促進する 柏己 改善型評価」のための 情報としては 十分で 

あ るとは言えない。 

では、 戦略形成を支援する 定量的情報としてはいかなるものを 形成できるであ ろうか。 指標は評価観点ごとに 様々 
なものを設定可能であ るが、 論文や特許を 対象とする書誌計量学的手法はランキンバだけでなく 自己改善型評価のた 

めの指標をも 形成可能であ る。 第一には、 各大学の研究活動の 内容的側面に 関する指標を 形成可能であ り、 各大学が 

組織としてどの 分野に注力し、 どの分野に強み・ 弱みを有しているのかというボートフォリオ 形成を行 う ことが求め 

られる。 第二には、 そのようなアウトブットを 生んでいる研究の 実施体制についての 指標があ る。 各大学機関が 組織 

内 ，外でいがなる 連携関係のもどで 研究を行っているかという 研究実施過程の 構造的特性についての 指標であ り、 複 

数の学部・学科や 附置研究所を 抱える大学における 研究実施構造や、 大学組織の境界を 越えた地大学・ 民間企業， 病 

院などとの連携関係について、 組織レベルでの 特性を示す必要があ る。 これら指標は、 現状では独立に 行為する個別 

研究者の成果 や プロセスの集積でしかなく、 組織としての 戦略性が反映されたものとは 言えないであ ろう。 そうであ 

っても。 組織レベルでの 研究内容面と 研究実施構造の 特性がいかなる 現状であ るかを現象論的に 明らかにすること Ⅰ ト 

よって、 個人の集合を 超えた組織レベルを 大学機関が意識すること 自体を誘因し、 自己改善へと 結びつくことを 支援 

することが必要であ る。 本稿では、 このような観点から 書誌計量学的手法を 用いて自己改善型研究評価の 参照情報と 

して い かなる指標が 実際に形成可能であ るかを、 幾 っかの大学の 自然科学分野を 事例的に分析しながら 検討する。 

2. 大学組織としてのコア・コンピテンス 分野の把握 ～ 論文生産のポートフォリオ 

各大学が研究面で 特色を持った 戦略を形成するには、 まず自己が組織全体としていかなる 分野に注 力し 、 いかなる 

分野に強みを 有しているかを 把握することが 必 、 要であ る。 そのためには 多様な分野間のバランス 配置を示す研究 ボ一 

トフォリオの 形成が求められる。 だが、 書誌計量学的手法で 用いられる論文データは 単純集計のままでは 分野によっ 

て 平均値が大きく 異なるために 比較することは 不可能であ り、 ボートプ ォ リオ形成は困難であ る。 そのため、 国別の 

研究開発水準調査 ( 例えば、 科学技術政策研究所 20002) に用いられる 次の 2 つの指標を大学に 対して用い、 それら 

を 軸として分野を 平面に地図化することにより、 分野間を比較可能なボートフォリオを 形成する。 
当該大学における i 分野の論文教   

横軸 ( 量的側面 ) : 論文教 の RCA ( 相対比較優位 度 ) ヰ 当該大学における 全論文致 
日本の全大学の i 分野の全論文教 

日本の全大学の 全論文教 

縦軸 ( 質的側面 ): 相対引用度 才 全世界における 当該大学におけるテ プ 分野の全論文 分野の全論文の (JcR 上 平均 ) の平均板引用回数 被 引用回数 
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指標の計測には、 まずⅠ S1 社の S 田 ence 

  
  

Ci ぬば on 血 de Ⅹを用いて、 著者アドレスに 

日本の大学名を 一 つ 以上含む論文を 検索す 

る 。 次に、 ISI 社がジャーナルごとに 付与 

している分野カテゴリー ( 自然科学では 

170 程度 ) に基づき、 全論文に占める 各分野 
  

の 論文数の割合を 求める。 ただし、 1 ジャ 

一々 ル に複数の分野カテゴリーが 付与され 

ている場合には 分数で計測する。 次に 、 対                               水産 

豪大学をアドレスに 含む全論文について、 

同様に各カテゴリ 一の論文が占める 割合を 

求め、 その比を計測することが 出来る。   
縦軸は、 各大学の論文の 引用面でのイン       

パクトがその 分野の全論文の 被引用回数の 
図 l 東北大学 (l998-99 年 ) の研究ポートフォリオ 柑ヒ 風輪 文の RcA) 

平均値と比べて 高いか低いかを 計測する。 この指標の計測のために、 まず Joour コ田 Citation Repo れを基にして、 各 

カテゴリ一に 属する全ジャーナルの 全論文教とそれらの 板引用回数の 総計を求めることにより、 各 カテゴリ一の 論文 

の平均板引用回数を 求める 3 。 次に、 当該大学の各カテゴリ 一の全論文の 平均板引用回数を 求め、 その比を計算する。 

ただし、 ここでも複数カテゴリーは 分数計算する。 これにより、 当該大学から 産出された各分野の 論文の平均インパ 

クトが世界平均と 比べて高いか 低いかを把握することができる 4 。 なお、 以下に示す事例では 被 引用回数の計測は ょ C 召 

の インパクトファクタ 一の算出方法と 同様に、 出版後の 2 年間を対象とした。 

この 2 軸により構成される 平面は、 論文教 RCA こ l および相対引用度 司 を境として 4 象限に区分される。 図は 事例 
として東北大学 ( 図 1) 、 金沢大学 ( 図 2) について論文産出数が 10 本以上の分野を マッ ビンバしたものであ る ( 軸 
は 対数で示してあ る ) 。 

第 ] 象限は、 当該大学では 日本の全大学平均と 比べて特化している 分野であ り ( 研究者総数や 生産性が平均より 高 

いと予想 は れる ) 、 論文の引用面のインパクトも 分野平均よりも 高い分野であ る。 このような分野は、 大学が個性化を 

進める際の重点分野や COE 形成の対象分野と 
して選定され 得るものであ る。 第 2 象限は引用                   
面の インパクトが 高い論文が形成されているに   

もかかわらず、 大学組織としての 取り組み量は 
  

日本平均より 低い分野であ ると言える。 そのた 

め 、 大学として今後この 分野を拡大する 戦略を 実検医学 

とることも可能であ ろう。 第 3 象限は取り組み 

量も少なくインパクトも 高くない分野であ り、 

これらは大学内部の 研究多様性を 支えている 分     

野 と考えられる。 これら分野では、 今後は強み 

を 持っ分野との 学際的な連携等を 通してインパ 

@ ク を高めることを 目指すこともできる。 第 4 
象限は取り組み 量は平均より 多いが、 大学全体 高分子科学 

では引用面のインパクトがそれほど 大きくない Ⅱ， 与 。 1@@@2 Ⅰ             一枚医学、 内科 
分野であ り、 ここでもインパクトを 高めること     

が 望まれる。       

図 2 金沢大学 (]998 ヨ 9 年 ) の研究ポートフォリオ %@ ヒ &mxRcA) 

3 SC Ⅰと %C 比では収録ジャーナル 数が異なるため、 同じ条件の下での 比を算出するためには 本来は SCT に収録された 全論文にっ 
いての引用数を 計測する必要があ る。 しかし、 分析の手間を 考慮して本稿では JC 比のデータで 代用じた。 
4 横軸とは異なり 平均板引用回数は 全世界平均であ るため、 地域志向 ( 国内志向 ) の分野や国家間の 知識流通が遅い 分野では値が 
低くなる傾向があ ることには留意が 必要であ る。 
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事例的に取り 上げた東北大学では、 附置研の金属材料研の 存在から予想されるとおり 金属学や材料 学 、 物理学につ 

いての分野に 量的に時化しており、 これら分野のうち 幾つかはインパクトも 高いことが示さ オ している。 ニの 他にも工 

学では特化している 分野があ る反面、 医学やライフサイエンス 分野については 大学全体としては 取り組み量は 相対的 
に 多くなく、 平均的インパクトも 特に高くない 5 。 一方で、 図 2 の金沢大学では 附置 所 であ るがん研究所の 存在により、 

医学で量的にも 引用インパクトの 面でも高い分野が 存在している 反面、 逆に工学や理学分野は 量的にもインパクトの 

面 でも強くない 傾向を示している。 このように附置研を 有する大学では、 当該分野の研究量は 必然的に多くなるとと 
もに、 引用面のインパクトでも 高いものが見られる。 一方、 附置研を持たない 大学の事例でも、 例えば愛媛大学では 
環境科学・工学や 海洋生物学、 水産学などの 立地特性を反映した 分野で 量 ・ 質 双方で強みを 有していることが 示され 

るのに対し、 例えば神戸大学では 学問分野ごとでの 特徴の明確な 違いはなく、 分野間での全体的なバランスの 下で研 

究が行われていることが 予想 は れる。 このような研究ポートフォリオが 評価の参照情報として 形成されることにより、 

定性的な情報と 合わせて分野の 重点化あ るいは多様化といった 戦略形成を支援することを 可能とすると 考えられる。 

3. 研究実施構造の 特性の把握 ～ 組織内覚での 連携関係 
次に、 定量的指標としては 上記のようなアウトプット 自体だけでなく、 それらを生む 研究実施構造を 示す指標も必 

要 であ る。 特に、 大学機関を一つの 有機的組織として 捉えて意思決定するには、 大学内部での 研究者間の関係および 

大学覚の組織との 連携関係の把握が 必、 要となる。 

3. 1  論文データの 分析 

(1 ) 組織内での連携関係 
これまで、 大学内部では 各研究者は独自に 研究を行 う ことが多く、 大学の組織的枠組みは 意識されない 傾向が強か 
ったと言える。 だが、 大学が組織単位での 強みを形成するための 一つの方法としては、 内部の様々な 学部や研究所・ 

施設の研究者間で 有機的な連携関係が 形成されることにより 相乗的効果を 組織内部で形成することも 考えられる。 こ 

れらについては、 同一大学内で 異なる学部・ 研究所。 施設での共著論文を 分析することで、 大学内部の組織の 壁を越 

えた研究実施体制を 分析することが 可能となる。 い くつかの大学を 分析した結果では、 内部の組織枠組みを 超えた 連 
携 関係は少数しか 見られない。 だが、 逆に学部間の 連携関係が多く 見られる分野としては、 既存の学問分野とは 異な 
る 分野や科学基盤技術分野などが 見られる。 

先に示した東北大学を 再 び 事例にとると、 大学全体では 7.8% の論文が学部や 研究所間の共著論文となっている。 表 

1 は共著論文割合の 高い分野を示したものであ り、 一つの傾向としては 医学と工学との 境界領域にあ る分野について、 

医 ・工学部に加えて 附置研の加齢医学 所 、 流体科学研や 
学内上司 施軸の サイクロトロン・ 一 ジオアイソト 一 プセ 表 「東北大学における 学部間共著論文割合の 多 い 分野 

ンタ一などの 共著関係が生じている。 また、 もう一つの 
分野 

論文 相対 引 
傾向として材料科学や 電気電子工学といった 分野では、 学部間共 著論文教割合 RCA  用度 

6. 5 62% 0. 47 0 ． 9 

他の附置研や 学内共同施設との 連携関係が見られる。 こ 

金属材料研や 電気通信研を 中心としながら、 学部やその 
放射線医学、 医用画像 
生物工学 

9. 0 31% 0. 48 0 ． 6 

電気電子工学 17. 0 16% 1.46 1. 5 

の事例では、 附置研や学内施設が 存在する大学では、 そ 物性物理 77. 3 13% 2.47 2. 6 

れらと連携関係を 形成した研究実施体制の 強みを有して 生物物理学 6. 0 13% 0.60 0 ． 6 

いることが窺える。 分光学 5. 5 13% 1. 86 3. 3 

(2) 組織間での連携関係 
一方、 大学組織覚部の 機関との連携関係として 最も多いのは 地大学の研究者との 連携であ り、 同様に共著割合を 分 

析 することにより、 特定地域内部での 大学間の相互関係や、 特定分野の COE としての大学が 連携のコアとして 機能 
しているかを 分析することが 可能であ る。 これにより、 例えば少数大学への 集中的な資金提供が、 組織の壁を越えて 

ネットワーク 化した研究実施体制を 有する分野を 展開しうるかを 分析することが 望まれる。 

他方、 民間企業との 連携はイノベーション。 システムの中での 一つの焦点として 挙げられる。 表 2 は Science 
C 丘 a は onIndexl999 年版を基に、 大学と民間企業 ( 非営利機関は 除く ) との共著論文数を 計測し、 50 本以上の大学 
ほ ついて各大学の 全論文数に占める 割合と、 共同企業の内で 大学と同一都道府県に 立地する企業の 延べ数の割合を 示 

5 ただし、 一般医学などいくつかの 分野では東北大学の 紀要が SCT に収録されているため、 平均引用数が 低くなっている。 
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したものであ る。 これからは大学によって 連携頻度や相手企業の 地理的分布に 

差があ ることが分かり、 地域連携を目的と 掲げる大学では 実際に地域との 連携 

頻度を高くしているかを 判断可能であ る。 さらに、 各大学について、 分野ごと 

に 産学連携割合の 日本全体平均との 比を分析可能であ り、 各大学がいかなる 分 

野 で産学連携に 強みを有しているかを 示すことが可能であ る ( 紙面の都合上、 

分析結果の図は 省略する ) 。 

3  2  特許チータの 分析 

- 方で、 企業との連携関係に 関 @- ては、 論文だけでなく 特許もアウトプット 
の重要な書誌情報であ る。 だが、 発明者が大学研究者であ る特許の多くは、 出 

願人が大学長や 関連 TLO ではないために、 当該大学の研究者によりどれほど   

の 特許が産出されているか 把握することは 困難であ る。 そのため、 各大学につ 

  、 て 、 研究者リストを 基に特許発明者を 検索することにより、 各大学の研究者 

が 関手した特許を 同定することが 必 、 要であ る 6 。 すな ね ち、 各大学について 所属 

研究者を国立情報学研の「研究者ディレクトリ」から 同定 し 7 、 その全ての氏名 

について特許庁公開特許公報を 発明者として 検索する ( 今回、 対象としたのは 
公開日が 1996 年～ 2000 年の特許であ る ) 。 この検索結果を 基に、 著者の住所 8 
と 大学所在地との 近接性および、 特許内容と「研究者ディレクトリ」に 記され 

た 研究内容の整合性などから 同姓同名の研究者を 削除した。 

この結果を基に 、 幾 っかの大学について 特許 数 と出願人に明記された 組織の 

延べ 数 ( 個人名、 大学長、 TLO は除く ) を示したのが 表 3 であ る，分析対象と 

した大学では、 実際には出願人を 大学長としない 特許が多数産出されており、 

個人しべ ル での企業連携が 行われている 二とが分かる。 また、 表には出願人の 

うち 大学と同じ都道府県およびその 近隣の都道府県に 所在する組織の 延べ 数と 
(SCJCD-ROMl999 年波を基に分析 ) 

その割合も示している。 東北大学では 10% が 近 

隣 企業や公的機関でしかないが、 神戸大や私立 

大学の立命館大学では、 京都府。 大阪府を含め 

た 関西圏の企業が 60% になり、 関西圏での地域 
連携を形成していることが 示されている。 

4. まとめ 

本稿では書誌計量 学 手法を用いて、 大学ラン 
( 対象 : 公開日が 1996-2000 年の公開特許Ⅰ 

キングとは異なる 自己改善型評価の 参照   清報が 

いかに形成できるかを、 いく っ かの大学を事例的に 分析しながら 検討した。 大学セクターは 組織レベルでの 意思決定 

が 必要視されており、 これら指標はその 支援情報となるためのものであ る。 しかしながら、 これらの結果を 基にいか 
なる戦略を形成するかは 各大学に委ねられており、 特定分野の COE を目指すか、 多様な分野のバランスを 保っか 、 

立地地域との 連携関係を強化するか、 国際的な研究を 志向するかは 各大学が自己の 目的のもとで 決定することになる。 
これら指標にはデータ 範囲の制約や 指標の比較可能性など 技術的な問題は 常に存在する。 そのため、 指標はその問題 
と 利用可能範囲を 常に意識しながら 用いなければならない。 だが、 - 方で全く指標を 用いずにビアレビューや 定性的 

  清報 のみで評価を 行 う ことは評価や 意思決定の質に 問題を生むことになる。 今後は、 様々な指標が 意思決定に役立ち 

ぅ るかを多くの 大学の事例に 対して定性的な 内容との整合性を 見ながら判断することが 必 、 要となる。 

( 参考文献は紙面の 都合上、 省略する。 ) 

6 バイオ分野について 大学研究者が 関与した特許割合を 計測した先行研究としてバイオインダス、 トリー協会 (1997) を参照。 
7 研究者ディレクトリには 全ての研究者が 登録しているわけではない。 完全なリストは 別 資料によっても 確認可能であ るが、 同姓 
同名を削除するためには 各研究者の研究内容がわかる 必要があ るため、 研究者ディレクトリ 上の研究者のみを 対象とした。 
8 企業研究者の 住所には多くの 場合には企業名が 明記されているため、 同姓同名は容易に 削除可能であ る 
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